
告 示

�愛媛県告示第７５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり宇和島地区広域事務組合の共同処理する事務の変

更及び同組合の規約の変更を許可した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更事項

� 事務の変更事項

ア 宇和島地区ふるさと市町村圏計画の策定及びこれに基づく

事業の実施の連絡調整に関する事務の廃止

イ 宇和島地区ふるさと市町村圏計画に基づく広域活動計画の

事業の実施に関する事務の廃止

ウ 一般廃棄物中間処理施設整備計画策定に関する事務の廃止

エ 熱回収施設及び同施設に併設するリサイクルセンターの設

置及び管理運営に関する事務の追加

� 規約の変更事項

上記事務の変更事項に係る規定の変更、宇和島地区ふるさと

市町村圏基金に係る規定の削除及び施設建設費に係る分賦金割

合の規定の変更

２ 変更年月日

� 事務の変更年月日

平成２３年１月１９日

� 規約の変更年月日

平成２３年１月１９日

３ 変更許可年月日

平成２３年１月１９日

�������
�愛媛県告示第７６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定に

より、介護機関を次のように指定した。

平成２３年１月２８日

発 行 愛 媛 県
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告 示

○ 一部事務組合を組織する地方公共団体の数の増減、一部事務組合の
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○ 建設業者の許可の取消し……………………………………………………３５
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○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………３６

○ 道路の供用開始（県道岩城弓削線）………………………………………３６

○ 道路の区域変更（県道上尾峠久万線）……………………………………３７
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公 告

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告…………………３８

教育委員会訓令

○ 愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令……………………３８
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○ 重油の購入……………………………………………………………………５０

○ 清掃業務の委託………………………………………………………………５１

○ 感染性廃棄物処分業務の委託………………………………………………５２

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

旭町内科クリニ
ック 森 岡 明 八幡浜市沖新田１５１０－７３ 平成２３年

１月１日

うわじま薬局 株式会社エムワ
イエス 宇和島市堀端町１－１８ 平成２３年

１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２２３７号 平成２３年１月２８日

平成２３年１月２８日金曜日 第２２３７号

愛 媛 県 報
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愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定に

より指定した介護機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

介護機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

宇 都 宮 病 院 医療法人福寿会 八幡浜市１５３６番地１１８ 平成２２年
１１月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

藤 本 内 科 藤 本 芙二雄 喜多郡内子町五十崎甲１０
５８番地

平成２２年
１０月３１日

さ つ き 薬 局 有限会社メディ
カルスタイル

南宇和郡愛南町御荘平城
３５６２番地

平成２２年
１０月３１日

介護機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

宇 都 宮 病 院 医療法人福寿会 八幡浜市１５７９番地３９ 平成２２年
１０月３１日

宇 都 宮 病 院 医療法人福寿会 八幡浜市１５７９番地３９ 平成２２年
１０月３１日

和 田 医 院 和 田 晃 直 四国中央市川之江町１７４６ 平成２２年
１０月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人福寿会 八幡浜市１５３６番地１１８ 宇都宮病院 八幡浜市１５３６番地１１８ 平成２２年１１月１日

合同会社語 西条市小松町妙口甲１０－４ 訪問介護かたらい 西条市小松町妙口甲１０－４ 平成２２年１２月２２日

亀 岡 博 大洲市東大洲９８７番地１ かめおか内科 大洲市東大洲９８７番地１ 平成２２年１２月１日

医療法人胃腸科内科松村クリ
ニック 新居浜市中筋町二丁目１－１ 訪問看護ステーションすみの 新居浜市中筋町二丁目１－６ 平成２２年１１月９日

有限会社レインボープラス 北宇和郡松野町大字松丸５５１
番地１ デイサービス虹 北宇和郡松野町大字豊岡３０１１

番地１ 平成２２年１２月１日

株式会社みらい 西条市喜多川１７３番地１ ケアサポートみらい 西条市喜多川１７３番地１ 平成２２年１２月１７日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ケアセンターわかば 宇和島市保田甲９０９番地 指定居宅介護支援事業所わか
ば 宇和島市保田甲９０９番地 平成２２年１２月１０日

株式会社こころ 新居浜市中村一丁目１０－２３ 居宅介護支援事業所こころ 新居浜市中村一丁目１０番２９号 平成２２年１２月２０日

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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�愛媛県告示第８２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護支援事業を行

医療法人愛寿会 西条市福武字蔵尾甲１５８番地
の１

医療法人愛寿会指定居宅介護
支援事業所愛

新居浜市東雲町二丁目６番１９
号 平成２２年１２月２８日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人福寿会 八幡浜市１５３６番地１１８ 宇都宮病院 八幡浜市１５３６番地１１８ 平成２２年１１月１日

合同会社語 西条市小松町妙口甲１０－４ 訪問介護かたらい 西条市小松町妙口甲１０－４ 平成２２年１２月２２日

亀 岡 博 大洲市東大洲９８７番地１ かめおか内科 大洲市東大洲９８７番地１ 平成２２年１２月１日

医療法人胃腸科内科松村クリ
ニック 新居浜市中筋町二丁目１－１ 訪問看護ステーションすみの 新居浜市中筋町二丁目１－６ 平成２２年１１月９日

有限会社レインボープラス 北宇和郡松野町大字松丸５５１
番地１ デイサービス虹 北宇和郡松野町大字豊岡３０１１

番地１ 平成２２年１２月１日

株式会社みらい 西条市喜多川１７３番地１ ケアサポートみらい 西条市喜多川１７３番地１ 平成２２年１２月１７日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

西日本商事株式会社 松山市久万ノ台１１９５番地 指定訪問介護事業所やすらぎ

（変更後）
今治市北鳥生町四丁目３－５０
１－１

平成２２年１２月１日
（変更前）
今治市馬越町二丁目１番４１号

西日本商事株式会社 松山市久万ノ台１１９５番地 西日本商事株式会社今治営業
所

（変更後）
今治市北鳥生町四丁目３－５０
１－１

平成２２年１２月１日
（変更前）
今治市馬越町二丁目１番４１号

医療法人財団尚温会 伊予市八倉９０６番地５ 伊予訪問看護ステーション

（変更後）
松山市保免西二丁目１－２

平成２２年１２月１日
（変更前）
伊予市八倉９０６番地５

医療法人財団尚温会 伊予市八倉９０６番地５ 伊予訪問介護サービス

（変更後）
松山市保免西二丁目１－２

平成２２年１２月１日
（変更前）
伊予市八倉９０６番地５

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（特定福祉用具販売事業者）の特定福祉用具販売

事業を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

西日本商事株式会社 松山市久万ノ台１１９５番地 指定居宅支援事業所やすらぎ

（変更後）
今治市北鳥生町四丁目３－５０
１－１

平成２２年１２月１日
（変更前）
今治市馬越町二丁目１番４１号

医療法人財団尚温会 伊予市八倉９０６番地５ いよ居宅介護支援事業所

（変更後）
松山市保免西二丁目１－２

平成２２年１２月１日
（変更前）
伊予市八倉９０６番地５

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特 定 福 祉 用 具 販 売 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

西日本商事株式会社 松山市久万ノ台１１９５番地 西日本商事株式会社今治営業
所

（変更後）
今治市北鳥生町四丁目３－５０
１－１

平成２２年１２月１日
（変更前）
今治市馬越町二丁目１番４１号

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

西日本商事株式会社 松山市久万ノ台１１９５番地 指定訪問介護事業所やすらぎ

（変更後）
今治市北鳥生町四丁目３－５０
１－１

平成２２年１２月１日
（変更前）
今治市馬越町二丁目１番４１号

西日本商事株式会社 松山市久万ノ台１１９５番地 西日本商事株式会社今治営業
所

（変更後）
今治市北鳥生町四丁目３－５０
１－１

平成２２年１２月１日
（変更前）
今治市馬越町二丁目１番４１号

医療法人財団尚温会 伊予市八倉９０６番地５ 伊予訪問看護ステーション

（変更後）
松山市保免西二丁目１－２

平成２２年１２月１日
（変更前）
伊予市八倉９０６番地５

医療法人財団尚温会 伊予市八倉９０６番地５ 伊予訪問介護サービス

（変更後）
松山市保免西二丁目１－２

平成２２年１２月１日
（変更前）
伊予市八倉９０６番地５

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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うに廃止した旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人生名診療所 越智郡上島町生名９７２番地 生名診療所 越智郡上島町生名９７２番地 平成２１年７月３１日

藤 本 芙二雄 喜多郡内子町五十崎甲１０５８番
地 藤本内科 喜多郡内子町五十崎甲１０５８番

地 平成２２年１０月３１日

医療法人福寿会 八幡浜市１５７９番地３９ 宇都宮病院 八幡浜市１５７９番地３９ 平成２２年１０月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人生名診療所 越智郡上島町生名９７２番地 生名診療所 越智郡上島町生名９７２番地 平成２１年７月３１日

藤 本 芙二雄 喜多郡内子町五十崎甲１０５８番
地 藤本内科 喜多郡内子町五十崎甲１０５８番

地 平成２２年１０月３１日

医療法人福寿会 八幡浜市１５７９番地３９ 宇都宮病院 八幡浜市１５７９番地３９ 平成２２年１０月３１日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

特定非営利活動法人ほほえみ 訪問介護事業所ほほえみ 愛媛県松山市立花一丁目９番１７ 平成２２年１２月１日 訪問介護

有限会社レインボープラス デイサービス虹 愛媛県北宇和郡松野町大字豊岡３０１１番
地１ 平成２２年１２月１日 通所介護

有限会社Ｍ＆Ｍ ヘルパーステーションフォーライフミ
ネルワ 愛媛県松山市東垣生町９０３番地１ 平成２２年１２月４日 訪問介護

医療法人高仁会 シルバーハウス西予 愛媛県西予市宇和町上松葉１６４番地１ 平成２２年１２月１０日 特定施設入居者生
活介護

合同会社アイキョー 介護２４西条 愛媛県西条市中野甲７８０番地６ 平成２２年１２月１２日 訪問介護

株式会社在宅ケアセンターひなたぼっ
こ 療養通所介護事業所ひなたぼっこ 愛媛県松山市平井町甲３２５０－５ 平成２２年１２月１５日 通所介護

株式会社モバイルコム デイフィットＡＳＲＥ和はなみずき 愛媛県松山市古川北二丁目１－５ 平成２２年１２月２４日 通所介護

合同会社ウィルウェイ 合同会社ウィルウェイ 愛媛県新居浜市船木甲１５０１番地の１ 平成２２年１２月２４日 訪問介護

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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�愛媛県告示第９０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

特定非営利活動法人ほほえみ 居宅介護支援事業所ほほえみ 愛媛県松山市立花一丁目９番１７ 平成２２年１２月１日 居宅介護支援

社会福祉法人日親会 居宅介護支援事業所ラ・ファミーユ 愛媛県今治市菊間町浜１４５２番地２ 平成２２年１２月１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

特定非営利活動法人ほほえみ 訪問介護事業所ほほえみ 愛媛県松山市立花一丁目９番１７ 平成２２年１２月１日 介護予防訪問介護

有限会社レインボープラス デイサービス虹 愛媛県北宇和郡松野町大字豊岡３０１１番
地１ 平成２２年１２月１日 介護予防通所介護

有限会社Ｍ＆Ｍ ヘルパーステーションフォーライフミ
ネルワ 愛媛県松山市東垣生町９０３番地１ 平成２２年１２月４日 介護予防訪問介護

医療法人高仁会 シルバーハウス西予 愛媛県西予市宇和町上松葉１６４番地１ 平成２２年１２月１０日 介護予防特定施設
入居者生活介護

合同会社アイキョー 介護２４西条 愛媛県西条市中野甲７８０番地６ 平成２２年１２月１２日 介護予防訪問介護

株式会社モバイルコム デイフィットＡＳＲＥ和はなみずき 愛媛県松山市古川北二丁目１－５ 平成２２年１２月２４日 介護予防通所介護

合同会社ウィルウェイ 合同会社ウィルウェイ 愛媛県新居浜市船木甲１５０１番地の１ 平成２２年１２月２４日 介護予防訪問介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人財団尚温会 余戸訪問看護ステーション 愛媛県松山市余戸東５丁目３－３６ 平成２２年１１月３０日 訪問看護

有限会社ウェルフェア土居 ヘルパーステーション里久 愛媛県喜多郡内子町平岡１５７２番地２ 平成２２年１１月３０日 訪問介護

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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�愛媛県告示第９４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第５項の規

定により、次のとおり大規模小売店舗内の店舗面積の合計を基準面

積以下とする旨の届出があった。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９５号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合する

と認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４

項の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９６号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２３年１月２８日から２月１０日まで

�愛媛県告示第９７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人財団尚温会 余戸訪問看護ステーション 愛媛県松山市余戸東５丁目３－３６ 平成２２年１１月３０日 介護予防訪問看護

大規模小売店舗
の名称

大規模小売店舗
の所在地

大規模小売店舗内の店舗面積の
合計が基準面積以下となる日

今治ショッパーズ
プラザ

今治市旭町一丁目
４番地の１１ 平成２３年３月３１日

区 域 区 分

三瓶湾区域（八幡浜漁業
協同組合の地区のうち、
旧三瓶湾漁業協同組合の
地区）

総トン数４０トン以上１００トン未満の漁船により、
まき網を使用して営む漁業

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第１０５７３号 平成１９年
７月１８日 浦川建築 浦川 鐵雄 四国中央市土居町上野７４ 平成２２年

１２月１日 建築工事業、大工工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１４７７１号 平成１８年
７月２４日 成功開発� 越智 和美 今治市宮窪町宮窪４１８２ 平成２２年

１２月１４日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第１３２２６号 平成１７年
１１月８日 �三浦建設 三浦 伸夫 西条市下島山１２６４－２ 平成２２年

１２月１６日

土木工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２２）第２６０２号 平成２２年
１０月１３日 森越建設� 越智 均 今治市鯉池町２－３－２３ 平成２２年

１２月２８日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市大保木字土山甲５１番１から

同字甲４９番３まで
平成２３年１月２８日

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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�愛媛県告示第９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町生名５２番１地先から

同町生名５０番１地先まで

旧 １６．０～１６．５ ０．００８

新 １６．０～２７．０ ０．００８

〃 〃
越智郡上島町生名４７番３から

同町弓削佐島１３９番２まで

旧 ８．７～４３．５ ０．９２６

新 ８．７～７６．０ ０．９２６

〃 〃
越智郡上島町弓削佐島１３６番２から

同町弓削佐島１２４番２まで

旧 ２４．０～２９．０ ０．０１９

新 ２５．０～３１．２ ０．０１９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町弓削佐島７０番３地先から

同町弓削佐島４０番４まで

旧 １４．０～４４．０ ０．１１８

新 １６．５～４５．０ ０．１１８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町弓削佐島７０番３地先から

同町弓削佐島４０番４まで
平成２３年１月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町生名５２番１地先から

同町生名４８番２まで
平成２３年１月２８日

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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�愛媛県告示第１０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年１月２８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１０５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年１月２８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１０６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年１月２８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１０７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年１月２８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上尾峠久万線
伊予郡砥部町満穂７７０番２地先から

同町満穂３８０番３まで

旧 ４．６～２２．７ ０．１２４

新 ５．３～２５．３ ０．１２４

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第５１号

平成２３年１月１９日
伊予郡松前町大字北川原字大割７１８番１

伊予郡松前町大字北川原７１８番地３

川 本 洋 史

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第５２号

平成２３年１月１９日
伊予市上吾川字布部甲８２６番２

松山市堀江町１０４番地
堀江ハイツ５０３号
對 本 琢 磨
對 本 良 子

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第５３号

平成２３年１月２０日
東温市西岡字河之内甲１０４９－１

松山市恵原町甲２６番地１６

有限会社浮穴エム・シー

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第５４号

平成２３年１月２０日
伊予市米湊字西ノ原６３３番１

松山市朝生田町三丁目３番４号

有限会社朝生田住宅

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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公 告

教育委員会訓令

�愛媛県告示第１０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２３年１月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県教育委員会訓令第１号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２３年１月２８日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

第１条 愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年３月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 双岩停車場和泉線
八幡浜市谷５番耕地３５１番７

及 び
八幡浜市谷５番耕地４９８番１

旧 ２３．０～４７．０
１０．５～１６．０

０．０２３
０．００６

新 ２３．０～４７．０
１６．０～１７．５

０．０２３
０．００６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市喜多山乙６２４番３から

同市喜多山乙６１４番１まで

旧 ５．７～１５．５ ０．１３３

新 ９．７～１７．５ ０．１３３

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２３年１月１８日 特定非営利活動法人 ほほえみ 都 築 修 造 松山市立花１丁目９番１７号 この法人は、地域の高齢者（要介護状態、要支
援状態にある者）に対する相談に応じ、その心
身の状況に応じて、適切な保健医療サービス及
び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供され
るよう、サービス機関と連携し、その者の有す
る能力に応じて自立した日常生活を営むことが
出来る様に支援するため居宅介護支援事業を行
う。又、在宅で援助が必要な高齢者が住み慣れ
た家庭や地域で安心した生活が出来る様に利用
者の人格を尊重しながらその個性を大切にした
介護サービスを提供するために指定訪問介護事
業「指定介護予防訪問介護事業」を行い地域と
社会の福祉の増進に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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改 正 後 改 正 前

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教育

要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）、特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３６号。

小学部に係る部分に限る。）、特別支援学校小学部・中学部学習

指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号。中学部に係る部分に

限る。）、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間にお

ける新特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が適用されるま

での間における現行特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の

特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示第３９号。中学部に

係る部分に限る。）、特別支援学校高等部学習指導要領（平成１１

年３月文部省告示第６２号）及び平成２１年４月１日から新特別支援

学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行特別

支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件（平成２１年３月文

部科学省告示第４０号）によらなければならない。

２ 省略

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教育

要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）

、特別支援学校小学部・中学部学習

指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号

）、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間にお

ける新特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が適用されるま

での間における現行特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の

特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示第３９号

）、特別支援学校高等部学習指導要領（平成１１

年３月文部省告示第６２号）及び平成２１年４月１日から新特別支援

学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行特別

支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件（平成２１年３月文

部科学省告示第４０号）によらなければならない。

２ 省略

第２条 愛媛県県立学校教育課程基準の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、施行規則

第７４条に規定する中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省

告示第２８号）

及び施行規則第１０９条の規定に基づき定められた

中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育課程

の基準の特例を定める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４号）によ

らなければならない。

２ 省略

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教育

要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）、特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３６号

）、特別支援学校高等部学習指導要領（平成１１

年３月文部省告示第６２号）及び平成２１年４月１日から新特別支援

学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行特別

支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件（平成２１年３月文

部科学省告示第４０号）によらなければならない。

２ 省略

別表第２（第１条関係）

（中等教育学校）

第２条 中等教育学校の前期課程の教育課程については、施行規則

第７４条に規定する中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省告示

第１７６号）、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間にお

ける中学校学習指導要領の特例を定める件（平成２０年６月文部科

学省告示第９９号）及び施行規則第１０９条の規定に基づき定められた

中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等学校の教育課程

の基準の特例を定める件（平成１０年１１月文部省告示第１５４号）によ

らなければならない。

２ 省略

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教育

要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）、特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３６号。

小学部に係る部分に限る。）、特別支援学校小学部・中学部学習

指導要領（平成１１年３月文部省告示第６１号。中学部に係る部分に

限る。）、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間にお

ける新特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が適用されるま

での間における現行特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の

特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示第３９号。中学部に

係る部分に限る。）、特別支援学校高等部学習指導要領（平成１１

年３月文部省告示第６２号）及び平成２１年４月１日から新特別支援

学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行特別

支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件（平成２１年３月文

部科学省告示第４０号）によらなければならない。

２ 省略

別表第２（第１条関係）

愛 媛 県 報平成２３年１月２８日 第２２３７号
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教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

理数 理数数学� ５～８

理数数学� ８～１２

理数数学特論 ４～８

理数物理 ４～１０

理数化学 ４～１０

理数生物 ４～１０

理数地学 ４～１０

課題研究 １～３

体育 省略 体育 省略

省略 省略

第３条 愛媛県県立学校教育課程基準の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「施

行規則」という。）第８４条に規定する高等学校学習指導要領（平

成２１年３月文部科学省告示第３４号）

によらなければならない。

２ 高等学校の主として専門学科において開設される教科及び当該

教科に属する科目並びに当該科目の標準単位数は、別表第１のと

おりとする。

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行規則第８４

条に規定する高等学校学習指導要領

及び施行規則第１０９条の規定に基

づき定められた中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等

学校の教育課程の基準の特例を定める件によらなければならな

い。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教育

要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）、特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３６号）、

特別支援学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示

第３７号）

によらなければならない。

２ 視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者である生徒

に対する教育を行う特別支援学校の高等部の主として専門学科に

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「施

行規則」という。）第８４条に規定する高等学校学習指導要領（平

成１１年３月文部省告示第５８号）及び平成２１年４月１日から新高等

学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校学

習指導要領の特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示第３８

号）によらなければならない。

２ 高等学校の専門教育に関する 教科及び当該

教科に属する科目並びに当該科目の標準単位数は、別表第１のと

おりとする。ただし、平成２１年４月１日から新高等学校学習指導

要領が適用されるまでの間における現行高等学校学習指導要領の

特例を定める件による場合は、別表第２のとおりとする。

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、施行規則第８４

条に規定する高等学校学習指導要領、平成２１年４月１日から新高

等学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校

学習指導要領の特例を定める件及び施行規則第１０９条の規定に基

づき定められた中等教育学校並びに併設型中学校及び併設型高等

学校の教育課程の基準の特例を定める件によらなければならな

い。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、施行規則第１２９条に規定する特別支援学校幼稚部教育

要領（平成２１年３月文部科学省告示第３５号）、特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３６号）、

特別支援学校高等部学習指導要領（平成１１年３月文部省告示第６２

号）及び平成２１年４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要

領が適用されるまでの間における現行特別支援学校高等部学習指

導要領の特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示第４０号）

によらなければならない。

２ 視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者である生徒

に対する教育を行う特別支援学校の高等部の専門教育に関する
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おいて開設される教科に属する科目及び当該科目の標準単位数又

は標準年間授業時数は、別表第２のとおりとする。

別表第１（第１条関係）

教科に属する科目及び当該科目の標準単位数又

は標準年間授業時数は、別表第３のとおりとする。

別表第１（第１条関係）

教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

農業 農業と環境 ２～６ 農業 農業科学基礎 ２～６

課題研究 ２～６ 環境科学基礎 ２～６

総合実習 ２～１４ 課題研究 ２～６

農業情報処理 ２～６ 総合実習 ４～１４

作物 ２～８ 農業情報処理 ２～６

野菜 ２～１０ 作物 ２～８

果樹 ２～１０ 野菜 ２～１０

草花 ２～１０ 果樹 ２～１０

畜産 ２～１２ 草花 ２～１０

農業経営 ２～６ 畜産 ２～１２

農業機械 ２～８ 農業経営 ２～６

食品製造 ２～１２ 農業機械 ２～８

食品化学 ２～１２ 食品製造 ２～１２

微生物利用 ２～８ 食品化学 ２～１２

植物バイオテクノロジー ２～６ 微生物基礎 ２～８

動物バイオテクノロジー ２～６ 植物バイオテクノロジー ２～６

農業経済 ２～１０ 動物・微生物バイオテクノロジー ２～６

食品流通 ２～１０ 農業経済 ２～１０

森林科学 ２～１０ 食品流通 ２～１０

森林経営 ２～８ 森林科学 ２～１０

林産物利用 ２～１４ 森林経営 ２～８

農業土木設計 ２～１２ 林産加工 ２～１４

農業土木施工 ２～１２ 農業土木設計 ２～１２

水循環 ２～１２ 農業土木施工 ２～１２

造園計画 ２～１４ 造園計画 ２～１４

造園技術 ２～１２ 造園技術 ２～１２

環境緑化材料 ２～１２ 測量 ２～１２

測量 ２～１２ 生物活用 ２～８

生物活用 ２～８ グリーンライフ ２～８

グリーンライフ ２～８ 工業 工業技術基礎 ２～４

工業 工業技術基礎 ２～４ 課題研究 ２～６

課題研究 ２～８ 実習 ４～２０

実習 ４～２０ 製図 ２～１２

製図 ２～１２ 工業数理基礎 ２～４

工業数理基礎 ２～４ 情報技術基礎 ２～４

情報技術基礎 ２～４ 材料技術基礎 ２～４

材料技術基礎 ２～４ 生産システム技術 ２～６

生産システム技術 ２～６ 工業技術英語 ２～４

工業技術英語 ２～４ 工業管理技術 ２～８

工業管理技術 ２～８ 機械工作 ２～８
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環境工学基礎 ２～４ 機械設計 ２～８

機械工作 ２～８ 原動機 ２～４

機械設計 ２～８ 電子機械 ２～６

原動機 ２～４ 電子機械応用 ２～４

電子機械 ２～６ 自動車工学 ２～８

電子機械応用 ２～４ 自動車整備 ２～８

自動車工学 ２～８ 電気基礎 ２～１０

自動車整備 ２～８ 電気機器 ２～４

電気基礎 ２～１０ 電力技術 ２～８

電気機器 ２～４ 電子技術 ２～６

電力技術 ２～８ 電子回路 ２～６

電子技術 ２～６ 電子計測制御 ２～６

電子回路 ２～６ 通信技術 ２～６

電子計測制御 ２～６ 電子情報技術 ２～４

通信技術 ２～６ プログラミング技術 ２～６

電子情報技術 ２～４ ハードウェア技術 ２～１０

プログラミング技術 ２～６ ソフトウェア技術 ２～６

ハードウェア技術 ２～８ マルチメディア応用 ２～８

ソフトウェア技術 ２～６ 建築構造 ２～６

コンピュータシステム技術 ２～８ 建築施工 ２～５

建築構造 ２～６ 建築構造設計 ２～７

建築計画 ２～８ 建築計画 ２～８

建築構造設計 ２～８ 建築法規 ２～４

建築施工 ２～５ 設備計画 ２～６

建築法規 ２～４ 空気調和設備 ２～８

設備計画 ２～６ 衛生・防災設備 ２～８

空気調和設備 ２～８ 測量 ２～６

衛生・防災設備 ２～８ 土木施工 ２～６

測量 ２～６ 土木基礎力学 ２～８

土木基礎力学 ２～８ 土木構造設計 ２～４

土木構造設計 ２～４ 社会基盤工学 ２～４

土木施工 ２～６ 工業化学 ４～１０

社会基盤工学 ２～４ 化学工学 ２～６

工業化学 ４～１２ 地球環境化学 ２～８

化学工学 ２～６ 材料製造技術 ２～６

地球環境化学 ２～８ 工業材料 ２～６

材料製造技術 ２～６ 材料加工 ２～６

工業材料 ２～６ セラミック化学 ２～６

材料加工 ２～６ セラミック技術 ２～６

セラミック化学 ２～６ セラミック工業 ２～６

セラミック技術 ２～６ 繊維製品 ２～８

セラミック工業 ２～６ 繊維・染色技術 ２～８

繊維製品 ２～８ 染織デザイン ２～６

繊維・染色技術 ２～８ インテリア計画 ２～６
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染織デザイン ２～６ インテリア装備 ２～６

インテリア計画 ２～６ インテリアエレメント生産 ２～６

インテリア装備 ２～６ デザイン史 ２～４

インテリアエレメント生産 ２～６ デザイン技術 ２～８

デザイン技術 ２～８ デザイン材料 ２～４

デザイン材料 ２～４ 商業 ビジネス基礎 ２～４

デザイン史 ２～４ 課題研究 ２～６

商業 ビジネス基礎 ２～４ 総合実践 ２～６

課題研究 ２～６ 商品と流通 ２～４

総合実践 ２～６ 商業技術 ２～６

ビジネス実務 ２～６ マーケティング ２～４

マーケティング ２～４ 英語実務 ２～６

商品開発 ２～６ 経済活動と法 ２～４

広告と販売促進 ２～４ 国際ビジネス ２～４

ビジネス経済 ２～４ 簿記 ２～６

ビジネス経済応用 ２～４ 会計 ２～４

経済活動と法 ２～４ 原価計算 ２～４

簿記 ２～６ 会計実務 ２～４

財務会計Ⅰ ２～４ 情報処理 ２～４

財務会計Ⅱ ２～４ ビジネス情報 ２～４

原価計算 ２～４ 文書デザイン ２～４

管理会計 ２～４ プログラミング ２～６

情報処理 ２～６ 水産 水産基礎 ２～６

ビジネス情報 ２～４ 課題研究 ２～８

電子商取引 ２～４ 総合実習 ４～１２

プログラミング ２～６ 水産情報技術 ２～１０

ビジネス情報管理 ２～４ 漁業 ２～７

水産 水産海洋基礎 ２～６ 航海・計器 ２～８

課題研究 ２～８ 漁船運用 ２～１０

総合実習 ４～１２ 船用機関 ２～１４

海洋情報技術 ２～１０ 機械設計工作 ２～８

水産海洋科学 ２～４ 電気工学 ２～６

漁業 ２～７ 通信工学 ２～１４

航海・計器 ２～９ 電気通信理論 ２～１２

船舶運用 ２～１１ 栽培漁業 ２～１４

船用機関 ２～１５ 水産生物 ２～８

機械設計工作 ２～９ 海洋環境 ２～８

電気理論 ２～１０ 操船 ２～６

移動体通信工学 ２～１０ 水産食品製造 ２～１２

海洋通信技術 ２～１０ 水産食品管理 ２～１２

資源増殖 ２～１４ 水産流通 ２～６

海洋生物 ２～８ ダイビング ２～６

海洋環境 ２～８ 家庭 生活産業基礎 ２

小型船舶 ２～６ 課題研究 ２～４
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食品製造 ２～１４ 家庭情報処理 ２～４

食品管理 ２～１２ 消費生活 ２～４

水産流通 ２～６ 発達と保育 ２～６

ダイビング ２～６ 児童文化 ２～４

マリンスポーツ ２～６ 家庭看護・福祉 ２～６

家庭 生活産業基礎 ２ リビングデザイン ２～６

課題研究 ２～４ 服飾文化 ２～４

生活産業情報 ２～４ 被服製作 ２～１６

消費生活 ２～４ ファッションデザイン ２～１４

子どもの発達と保育 ２～６ 服飾手芸 ２～４

子ども文化 ２～４ フードデザイン ２～６

生活と福祉 ２～４ 食文化 １～２

リビングデザイン ２～６ 調理 ２～１５

服飾文化 ２～４ 栄養 ２～３

ファッション造形基礎 ２～６ 食品 ２

ファッション造形 ２～１０ 食品衛生 ２～４

ファッションデザイン ２～１４ 公衆衛生 ２～４

服飾手芸 ２～４ 看護 基礎看護 ２～１０

フードデザイン ２～６ 看護基礎医学 ２～１０

食文化 １～２ 成人・老人看護 ２～８

調理 ２～１４ 母子看護 ２～４

栄養 ２～３ 看護臨床実習 ２～２１

食品 ２ 看護情報処理 ２～４

食品衛生 ２～４ 情報 情報産業と社会 ２～４

公衆衛生 ２～４ 課題研究 ２～４

看護 基礎看護 ２～６ 情報実習 ４～８

人体と看護 ２～４ 情報と表現 ２～４

疾病と看護 ２～６ アルゴリズム ２～４

生活と看護 ２～６ 情報システムの開発 ２～４

成人看護 ２～４ ネットワークシステム ２～４

老年看護 ２～４ モデル化とシミュレーション ２～４

精神看護 ２～４ コンピュータデザイン ２～４

在宅看護 ２～４ 図形と画像の処理 ２～４

母性看護 ２～４ マルチメディア表現 ２～６

小児看護 ２～４ 福祉 社会福祉基礎 ２～６

看護の統合と実践 ２～４ 社会福祉制度 ２～４

看護臨地実習 ２～８ 社会福祉援助技術 ２～６

看護情報活用 ２～４ 基礎介護 ２～８

情報 情報産業と社会 ２～４ 社会福祉実習 ２～１０

課題研究 ２～４ 社会福祉演習 ２～６

情報の表現と管理 ２～４ 福祉情報処理 ２～４

情報と問題解決 ２～４ 理数 理数数学Ⅰ ５～８

情報テクノロジー ２～４ 理数数学Ⅱ ８～１２

アルゴリズムとプログラム ２～６ 理数数学探究 ４～８
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ネットワークシステム ２～６ 理数物理 ４～１０

データーベース ２～６ 理数化学 ４～１０

情報システム実習 ２～８ 理数生物 ４～１０

情報メディア ２～６ 理数地学 ４～１０

情報デザイン ２～６ 体育 体育理論 ２～４

表現メディアの編集と表現 ２～６ 体つくり運動 ２～４

情報コンテンツ実習 ２～８ スポーツⅠ ２～８

福祉 社会福祉基礎 ２～８ スポーツⅡ ２～８

介護福祉基礎 ２～８ スポーツⅢ ２～８

コミュニケーション技術 ２～４ ダンス ２～４

生活支援技術 ２～１０ 野外活動 ２～４

介護過程 ２～４ 音楽 音楽理論 ２～４

介護総合演習 ２～４ 音楽史 ２～４

介護実習 ２～１４ 演奏法 ２～１０

こころとからだの理解 ２～１０ ソルフェージュ ２～６

福祉情報活用 ２～４ 声楽 ２～８

理数 理数数学Ⅰ ５～８ 器楽 ２～８

理数数学Ⅱ ８～１２ 作曲 ２～８

理数数学特論 ４～８ 美術 美術概論 ２～４

理数物理 ４～１０ 美術史 ２～４

理数化学 ４～１０ 素描 ２～１０

理数生物 ４～１０ 構成 ２～１０

理数地学 ４～１０ 絵画 ２～１０

課題研究 １～３ 版画 ２～１０

体育 スポーツ概論 ２～４ 彫刻 ２～１０

スポーツⅠ ２～８ ビジュアルデザイン ２～１０

スポーツⅡ ２～８ クラフトデザイン ２～１０

スポーツⅢ ２～８ 映像メディア表現 ２～６

スポーツⅣ ２～４ 環境造形 ２～６

スポーツⅤ ２～４ 鑑賞研究 ２～６

スポーツⅥ ２～４ 英語 総合英語 ３～８

スポーツ総合演習 ２～４ 英語理解 ３～８

音楽 音楽理論 ２～４ 英語表現 ３～８

音楽史 ２～４ 異文化理解 ２～６

演奏研究 ２～１０ 生活英語 ２～６

ソルフェージュ ２～６ 時事英語 ２～６

声楽 ２～８ コンピュータ・ＬＬ演習 ２～６

器楽 ２～８

作曲 ２～８

鑑賞研究 ２～６

美術 美術概論 ２～４

美術史 ２～４

素描 ２～１０

構成 ２～１０
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絵画 ２～１０

版画 ２～１０

彫刻 ２～１０

ビジュアルデザイン ２～１０

クラフトデザイン ２～１０

情報メディアデザイン ２～６

映像表現 ２～６

環境造形 ２～６

鑑賞研究 ２～６

英語 総合英語 ２～８

英語理解 ２～８

英語表現 ２～８

異文化理解 ２～６

時事英語 ２～６

別表第２（第３条関係） 別表第２（第１条関係）

教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

農業 農業と環境 ２～６ 理数 理数数学Ⅰ ５～８

課題研究 ２～６ 理数数学Ⅱ ８～１２

作物 ２～８ 理数数学特論 ４～８

野菜 ２～１０ 理数物理 ４～１０

草花 ２～１０ 理数化学 ４～１０

食品製造 ２～１２ 理数生物 ４～１０

グリーンライフ ２～８ 理数地学 ４～１０

工業 工業技術基礎 ２～４ 課題研究 １～３

課題研究 ２～８ 体育 スポーツ概論 ２～４

実習 ４～２０ スポーツⅠ ２～８

製図 ２～１２ スポーツⅡ ２～８

工業数理基礎 ２～４ スポーツⅢ ２～８

情報技術基礎 ２～４ スポーツⅣ ２～４

材料技術基礎 ２～４ スポーツⅤ ２～４

環境工学基礎 ２～４ スポーツⅥ ２～４

インテリアエレメント生産 ２～６ スポーツ総合演習 ２～４

商業 ビジネス基礎 ２～４ 音楽 音楽理論 ２～４

課題研究 ２～６ 音楽史 ２～４

ビジネス実務 ２～６ 演奏研究 ２～１０

簿記 ２～６ ソルフェージュ ２～６

情報処理 ２～６ 声楽 ２～８

家庭 生活産業基礎 ２ 器楽 ２～８

課題研究 ２～４ 作曲 ２～８

消費生活 ２～４ 鑑賞研究 ２～６

子どもの発達と保育 ２～６ 美術 美術概論 ２～４

子ども文化 ２～４ 美術史 ２～４

生活と福祉 ２～４ 素描 ２～１０

リビングデザイン ２～６ 構成 ２～１０
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服飾文化 ２～４ 絵画 ２～１０

ファッション造形基礎 ２～６ 版画 ２～１０

ファッションデザイン ２～１４ 彫刻 ２～１０

服飾手芸 ２～４ ビジュアルデザイン ２～１０

フードデザイン ２～６ クラフトデザイン ２～１０

調理 ２～１４ 情報メディアデザイン ２～６

情報 情報産業と社会 ２～４ 映像表現 ２～６

課題研究 ２～４ 環境造形 ２～６

情報の表現と管理 ２～４ 鑑賞研究 ２～６

情報と問題解決 ２～４ 福祉 社会福祉基礎 ２～８

情報テクノロジー ２～４ 介護福祉基礎 ２～８

表現メディアの編集と表現 ２～６ コミュニケーション技術 ２～４

福祉 社会福祉基礎 ２～８ 生活支援技術 ２～１０

介護福祉基礎 ２～８ 介護過程 ２～４

保健理療 医療と社会 １～３ 介護総合演習 ２～４

人体の構造と機能 ６～１２ 介護実習 ２～１４

疾病の成り立ちと予防 ２～５ こころとからだの理解 ２～１０

生活と疾病 ４～７ 福祉情報活用 ２～４

基礎保健理療 ３～６

臨床保健理療 ４～７

地域保健理療と保健理療経営 １～３

保健理療基礎実習 ６～１０

保健理療臨床実習 ４～８

保健理療情報活用 １～２

課題研究 １～２

理容 理容関係法規 １～２

衛生管理 ３～４

理容保健 ４～５

理容の物理・化学 ３～４

理容文化論 ３～４

理容技術理論 ４～５

理容運営管理 ２～３

理容実習 ２３～２７

理容情報活用 １～２

日本語 １～５

外国語 １～３

保健体育 １～４

情報技術 １～３

社会福祉 １～３

芸術 １～３

日本文化 １～３

エステティック技術 ２～３

理容カウンセリング ２～３

食品保健・栄養理論 ２～３
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理容モード理論 ２～３

理容総合技術 ２～３

課題研究 ２～４

教科 科目 標準年間

授業時数

理療 医療と社会 ３０～７０

人体の構造と機能 １９５～４２０

疾病の成り立ちと予防 ７０～１７５

生活と疾病 １１０～２４５

基礎理療学 １２０～３１５

臨床理療学 １８０～４２０

地域理療と理療経営 ３０～１０５

理療基礎実習 ３００～６６５

理療臨床実習 ３００～６６５

理療情報活用 ３０～７０

課題研究 ３０～７０

別表第３（第３条関係）

教科 科目 標準単位数

農業 農業科学基礎 ２～６

課題研究 ２～６

作物 ２～８

野菜 ２～１０

草花 ２～１０

食品製造 ２～１２

グリーンライフ ２～８

工業 工業技術基礎 ２～４

課題研究 ２～６

実習 ４～２０

製図 ２～１２

工業数理基礎 ２～４

情報技術基礎 ２～４

自動車工学 ２～８

自動車整備 ２～８

インテリアエレメント生産 ２～６

商業 ビジネス基礎 ２～４

課題研究 ２～６

商業技術 ２～６

簿記 ２～６

情報処理 ２～６

家庭 課題研究 ２～４

家庭情報処理 ２～４

消費生活 ２～６

発達と保育 ２～６

児童文化 ２～４
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家庭看護・福祉 ２～６

服飾文化 ２～４

被服製作 ２～１６

ファッションデザイン ２～１４

服飾手芸 ２～６

フードデザイン ２～６

調理 ２～６

情報 情報産業と社会 ２～４

課題研究 ２～４

情報実習 ４～８

情報と表現 ２～４

マルチメディア表現 ２～６

保健理療 医療と社会 １～３

人体の構造と機能 ６～１２

疾病の成り立ちと予防 ２～５

生活と疾病 ４～７

基礎保健理療 ３～６

臨床保健理療 ４～７

地域保健理療と保健理療経営 １～３

保健理療基礎実習 ６～１０

保健理療臨床実習 ４～８

保健理療情報処理 １～２

課題研究 １～２

理容 理容関係法規 １～２

衛生管理 ３～４

理容保健 ４～５

理容の物理・化学 ３～４

理容文化論 ３～４

理容技術理論 ４～５

理容運営管理 ２～３

理容実習 ２３～２７

理容情報処理 １～２

日本語 １～５

外国語 １～３

保健体育 １～４

情報技術 １～３

社会福祉 １～３

芸術 １～３

日本文化 １～３

エステティック技術 ２～３

理容カウンセリング ２～３

食品保健・栄養理論 ２～３

理容モード理論 ２～３

理容総合技術 ２～３
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２３年１月２８日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

重油の購入

� 購入物品名及び予定数量

重油（ＪＩＳ Ｋ２２０５ １種２号）

約６１９，０００リットル

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

平成２３年４月１日から平成２３年９月３０日まで

� 納入場所

愛媛県立中央病院

� 入札方法

入札金額は、１リットル当たりの単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「石油燃料類」について、平成２０・

２１・２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に確実に納入できる体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話（０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２３年３月２５日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２３年１月２８日（金）から３月１１日（金）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

課題研究 ２～４

教科 科目 標準年間

授業時数

理療 医療と社会 ３０～７０

人体の構造と機能 １９５～４２０

疾病の成り立ちと予防 ７０～１７５

生活と疾病 １１０～２４５

基礎理療学 １２０～３１５

臨床理療学 １８０～４２０

地域理療と理療経営 ３０～１０５

理療基礎実習 ３００～６６５

理療臨床実習 ３００～６６５

理療情報処理 ３０～７０

課題研究 ３０～７０

附 則

１ この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は平成２４年４月１日から、第３条の規定は平成２５年４月１日から施

行する。

２ 第３条の規定による改正後の愛媛県県立学校教育課程基準別表第１又は別表第２の規定は、平成２５年４月１日以降に高等学校又は視覚障

害者、聴覚障害者、肢体不自由者若しくは病弱者である生徒に対する教育を行う特別支援学校の高等部（以下「高等部」という。）に入学

する生徒に係る主として専門学科において開設される教科及び当該教科に属する科目並びに当該科目の標準単位数（以下「教科等」という。）

又は主として専門学科において開設される教科に属する科目及び当該科目の標準単位数若しくは標準年間授業時数（以下「科目等」という。）

について適用し、同日前に高等学校又は高等部に入学した生徒に係る教科等又は科目等については、なお従前の例による。
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３０分から午後５時１５分までをいう。以下同じ。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２３年３月２５日（金）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た物品を納入できることを証明する書類を平成２３年３月１１日

（金）までの執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなけれ
ばならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：Heavy

Oil（JIS K２２０５ class１ No．２）approximately６１９，０００ liters

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２５March２０１１

� For further information，please contact： Accounting

Section，General Affairs Division，Secretariat，Ehime

Prefectural Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，

Ehime７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

�������
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２３年１月２８日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

清掃業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県立中央病院清掃業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県立中央病院及び愛媛県立中央病院東洋医学研究所並び

に愛媛県立中央病院研修棟

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の清掃業務の実績を有し、委託業務につい

て、適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証

明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２３年３月２８日（月）午前１１時４０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２３年１月２８日（金）から３月１１日（金）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２３年３月２８日（月）午前１１時４０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程
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第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できる書類を、平成２３年３月１１日（金）までの

執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなければならない。
なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成されたた予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Cleaning

Services for Ehime Prefectural Central Hospital，１ set

� Time limit of tender：１１：４０ a．m．，２８March２０１１

� For further information，please contact： Accounting

Section，General Affairs Division，Secretariat，Ehime

Prefectural Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，

Ehime７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２３年１月２８日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

感染性廃棄物処分業務の委託

� 委託業務名及び予定数量

感染性廃棄物処分業務：約４，４００，０００リットル

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

松山市及び近隣市町にある処理施設に限る。

� 入札方法

入札金額は、１リットル当たりの単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の業務の実績を有し、委託業務について、

適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証明し

た者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２３年３月１１日（金）午後１時５０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２３年１月２８日（金）から２月２５日（金）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２３年３月１１日（金）午後１時５０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できることを証明する書類を、平成２３年２月２５

日（金）までの執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなけ
ればならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。
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� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Disposal

of Infectious Waste for Ehime Prefectural Central Hospital，

approximately４，４００，０００ liters

� Time limit of tender：１：５０ p．m．，１１March２０１１

� For further information，please contact： Accounting

Section，General Affairs Division，Secretariat，Ehime

Prefectural Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，

Ehime７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８
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